
当社は、東京証券取引所が定めるコーポレートガバナンス・
コードの原則4－11（取締役（等委員を含む）のトレーニング）
に従い、取締役、監査等委員、執行役員を対象とした役員研修
を定期的に実施しています。当社の役員のトレーニングに関す
る方針『当社は、取締役が、重要な統治機関の一翼を担う者と
して期待される役割・責務を適切に果たすため、継続的に知識
の習得および更新の機会を必要に応じて設けます。』に従い、
当社が策定した経営計画の達成に向け、各役員の役割・責務
を適切に果たすため、その役割・責務に係る理解を深めるとと
もに、必要な知識の習得や適切な更新等の研鑽のための年間
教育計画を策定し、実施しています。集合教育は、取締役会評

価における課題等を基に年間の役員の集合教育を計画し実
施しています。個別教育では取締役（等委員を含む）は、適宜
必要に応じて、社内外セミナー、外部団体への参加等を行って
います。

以前の部署で部下が育休取得されましたが、そのときのお気
持ちは？
課内のワークシェアリングを試すことができるいいチャンスだ
と思いました。実は、その部署へ異動してきたとき、課内の仕
事の分担に於いては、非常に属人化が強い部署であるとの
印象を受けました。これでは組織としてのリスクが高く、パ
フォーマンス向上も含めて業務の進め方の改善が必要だと
考えました。そこで2年掛けてワークシェアリングの推進に取
り組みました。従いまして、課員からの育休取得申請はこの
ワークシェアリングへ取り組んできた成果を試すまたと無い
チャンスだと思いました。

実際に課員が育休取得中の仕事の分担はどの様に進めた
のですか？
課内の複数名で分担することができました。尚、一部は他部
署にも協力をしていただきました。

仕事を割り振られた課員の反応は如何でしたか？
丁度、ワークシェアリングを進めていたところでしたので、問
題なく引き受けてくれました。

育休取得者が復職するときのことを教えてください。
復職前の総務との面談で、働き方に関する本人からの希望

は育休前と同じ部への
復職だったので、それ以
外に特に希望はありま
せんでした。本人に対し
て私からは、復職後は
徐々に元の業務を担当
していただくことを提案
し、納得していただきま
した。同時に課員一人ひ
とりに対し、一人の育休取得を通して課員皆で協力した実績
を踏まえ、協調性の大切さを伝えました。

その他、何か伝えたいことがあればお願いします。
会社が推進している育休や有休の取得、残業時間の削減に於
いては、業務の属人化の解消が不可欠と考えています。さらに
ワークシェアリングを進めることは、常に相手の立場に立って
物事を感じる（＝共感する）力が大切な要素だと思います。もし
社内でジョブローテーションが進んでいない部署がありました
ら、是非、業務の棚卸を行い、課内でワークシェアリングを用い
て仕事の負荷が特定の従業員に偏らない職場環境を築いて
いただければ、職場の業務のパフォーマンスのみならず、本当
の意味で働きやすい職場環境になるのではと思っています。

育休取得された上司からの意見 生産統括課   堤さんVoice

人材育成（教育）
当社が創業以来大切にしてきた社是や経営理念を基にして、当社が従業員に期待する人材像を明確にしました。現在の重要
な課題として採用と育成を強化していくことを「人材育成方針」の中で明言しています。従業員自身によるキャリア形成を促す
ことで、個人の仕事に対するモチベーションの向上を図り、そのことが組織を活性化するという好循環を生じる環境づくりに取
り組んでいます。

■経営者教育（役員教育）

当社は創業以来、社是に謳っている通り会社と従業員は運命共同体であり、従業員は会社にとって貴重な経営資本と捉えています。この
考えのもと、期待する人材の確保と環境づくりのために、さまざまな経験と知識、能力を有した人材の「採用」と「育成」の強化を図るととも
に、「多様性への理解と促進」に取り組みます。さらに個人が「自律的なキャリア形成」を通して仕事との関わり方について主体的に考え行
動することを支援し、従業員による社会的価値の創造を促していきます。

■人材育成方針

■教育システム

OJT
OFF-JT

全社共通教育 階層別研修 リーダー育成研修 専門教育（延長日教育） 自己啓発支援

「危機管理広報」セミナーの様子
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品質管理教育
安全管理手法教育
省エネ教育
静電気教育
消防設備教育
避難誘導訓練
緊急・保護具教育
衛生教育
環境設備教育
毒劇物教育

考課者研修
課題設定研修
フィードバック研修

管理職の心構え研修
中堅社員育成研修

新入社員研修

職長教育

被考課者研修

ファシリテーション研修
ロジカルシンキング研修
交渉力強化研修
企画力強化研修
OJT部下育成研修

品質コンプライアンス研修
プレゼンテーション研修

若手向け主体性強化研修
被考課者研修

大阪市により、当社の女性の
キャリア形成を支援し、働きや
すい環境を提供する取り組み
を評価され認定を受けており
ます。また、イクメン（育児に積
極的に参加する男性）を推進
する企業としても認定を受け
ました。

大阪市女性活躍
リーディングカンパニー

大阪府により、当社の「女性の
能力活用」や「仕事と家庭の両
立支援」など、男性も女性もい
きいきと働くことのできる取り
組みが評価され、登録されま
した。

大阪府
「男女いきいき・元気宣言」

石川県により、当社の男女が
性別に関係なく、公平に働き、
生活しやすい環境を実現する
取り組みが評価され認定を受
けました。

いしかわ男女共同参画
推進宣言企業

「女性活躍加速化クラス」

誰もがいきいきと働き、幸せに
暮らし続けられる山形県に
向けて県が認定する制度で、
「ワークライフバランス」や「女
性活躍」の推進に取り組んで
いる企業として山形県から認
定を受けました。

やまがたスマイル企業
ゴールドスマイル企業

認証レベル
2つ星

これらの取り組みを通じて、より良い職場環境の整備と従業員のワークライフバランスの向上を目指しています。

課員の育休取得は、職場でのワークシェアリングへの取り組みの成果を試すまたと無いチャンス！

人的資本経営
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連結貸借対照表
データ

資産の部 （単位：千円）

前連結会計年度
（2023年11月30日）

当連結会計年度
（2024年11月30日）

流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
契約資産
製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金
流動資産合計
固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
減価償却累計額
建物及び構築物（純額）
機械装置及び運搬具
減価償却累計額
機械装置及び運搬具（純額）
土地
建設仮勘定
その他
減価償却累計額
その他（純額）
有形固定資産合計
無形固定資産
のれん
その他
無形固定資産合計
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
投資その他の資産合計
固定資産合計
資産合計

7,890,809

25,878

335,183

7,985,781

623,007

4,558,239

1,979,792

2,175,488

1,540,540

△12,736

27,101,985

19,448,521

△10,727,778

8,720,743

34,866,382

△26,192,631

8,673,751

2,172,476

520,490

3,277,607

△2,921,604

356,003

20,443,464

43,333

59,379

102,713

6,500,840

ー
357,945

209

129,806

6,988,802

27,534,980

54,636,965

13,047,614

31,414

374,384

10,499,381

721,241

4,799,006

2,070,025

1,989,293

773,069

△18,415

34,287,015

19,683,681

△11,356,487

8,327,194

36,111,190

△28,580,644

7,530,545

2,172,476

94,679

3,347,568

△3,057,277

290,291

18,415,187

23,333

50,538

73,871

6,197,896

96,958

758,144

1,927

133,712

7,188,638

25,677,697

59,964,713

2019年度より各階層で必須科目と選択科目を設けた階層別研修を実施しています。理論を学び、学んだことを議論して共有するアウト
プット中心の教育形式を取り入れています。2024年度はキャリア形成支援を目的としたキャリアデザイン研修の周知に注力し、全従業員
の約２３％が受講完了しました。受講後には講師であるキャリアコンサルタントによる個別面談も実施しています。キャリア面談の結果、研
修制度が充実していることに満足している方が多くいました。上司に承認されている若手社員のモチベーションが高く、熟練社員は経験し
た苦闘をバネに仕事を楽しんでいる状況でした。一方、「なりたい姿」よりも「なりたくない姿」をイメージしている方が多く、昇格や昇進への
意欲が低い傾向であることも分かりました。今後はロールモデルの育成や周知などにも注力していきます。

■階層別研修等

工場の一般職を対象として、「保安管理計画 (教育訓練の計画)」に基づいた安全衛生や保全等についての教育を実施しています。毎月、各
部門の専門家である従業員が講師となり、専門知識と意識を高める訓練を行っています。

■専門教育

■新入社員教育

学生から社会人へのマインドチェンジや会社で定められた基本的なルール、安全衛生のリ
スクアセスメントなどを学びます。学校のような座学を中心とした研修ではなく、議論などを
通じたアウトプット中心の研修形式を取り入れています。研修では研修グループにおいて課
題について限られた時間内で合意形成と発表を行い、議論を通じてフィードバックを受け
取ることにより仕事の進め方を学んでいきます。
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